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令和 7 年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（対策実装研究） 

 

過労死等の防止のための対策実装に関する研究 
 

研究分担者 酒井一博 公益財団法人大原記念労働科学研究所・主管研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】過労死等防止対策実装研究では、産業界の安全衛生のキーパーソン、産業保健・労

務の有識者・研究者をメンバーとする「過労死等の防止対策ステークホルダー会議」での議論

を通じて、過労死等の削減に向けた仕組みや支援ツールの提案、モデル的な事業の実装、及

び効果（現場改善、とりわけ過重労働の軽減や、生産性の向上）の検証を行う。 

【方法】5 つの対策アクション即ち①運送事業者によるハイリスク者（健康診断の結果において

治療などの対応が必要な従業員）の把握と管理、②重層構造（多重の元請―協力会社の関係

など）の解明、③小規模事業場の健康・労務管理の改善と支援、④健康の維持のための個人

の行動変容の支援、及び⑤運送会社の職場環境改善の推進、の各々について取組みを進め

る。 

【結果】①過労死事案における健診の結果の利用状況、特に健診の受診後のフォローアップに

関する問題が確認された。関係団体への調査の結果、フォローアップが適切になされる事例の

特徴が整理された。②新築マンション建設に従事する現場監督に対する作業観察調査を実施

し、過労死等の防止の観点から、その働き方の特徴・問題点が抽出された。③企業、事業者団

体、産業保健の関係組織が連携する仕組みの構築・運営のための検討が継続された。また、

事業者が利用するセルフチェックリストを HP 上に公開し、その利用状況が確認された。④建設

作業者（技能者）への健康管理支援（ウェアラブルデバイスの利用）に関する調査データの収

集を継続した。⑤カードゲーム式の運輸職場の改善ツールの適用を進め、従業員の参加によ

る対策が実現した事例についての検討の結果、関係者の協議やヒアリング、外部支援をする実

務者との連携などが、取組みの実施、継続の条件と示唆された。 

【考察】ステークホルダー会議における業界のキーパーソンの助言と協力、関係団体との調整、

現場の実務者との連携の継続により、各アクションの改善の取組みが進展した。運輸業、建設

業の多数を占める小規模事業や重層構造の下で働く人々への支援のリーチの方策をさらに検

討することが課題である。 

【この研究から分かったこと】関係者、特に事業者や外部支援を行う実務者等との連携が過労

死等防止対策の実装の取組みにおいて有効であることが示された。 

【キーワード】実装研究、運輸業、建設業 
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Ａ．目的 

これまでの過労死等の事案（調査復命書）

の分析、疫学研究、実験研究、労働・社会分

野の調査・分析などの諸研究により、長時間労

働、職場のストレス対策の不備をはじめとする

過労死等を引き起こす要因と、その防止のた

めのさまざまな課題が明らかにされてきた 1),2)。

一方で、防止対策を実行・推進するためには、

さまざまな業種における重層的な構造（元請

－協力会社関係等）、業種や職種ごとの仕事

の特性、企業等の規模や経営・経済的状況、

その規模によって要求されるレベルが異なる

安全衛生体制などの多種多様な要因の影響

も考慮し、運輸業、建設業において多数を占

める小規模事業場等を含めて対策が普及、定

着、継続できる方策を検討する必要がある。 

そのため、令和 3 年 4 月に、酒井一博（大原

記念労働科学研究所）を班長とする「過労死

等防止対策実装研究班」の取組みが開始され

た。まず、令和 4～6 年度には以下を実施した。

（1）産業保健の有識者（産業医）及び労務の

専門家（キャリアコンサルタント、社会保険労務

士）と研究班のメンバーによる「対策実装タスク

フォース」を立ち上げた。（2）重点業種とした運

輸業と建設業の現場のニーズと過重労働対策

の良好実践例の収集を行うために、両業種の

安全衛生のリーダーと上述のタスクフォースの

メンバーから構成される「ステークホルダー会

議」を設置した。年 2 回の定例会議を中心に、

対策の適用・普及と定着・継続、すなわち対策

の実装面を支援するツールの開発等のための

議論を実施してきた。 

令和 7 年度には、過労死等防止対策の実

装のための 5 つのアクション（後述）について、

展開・普及の取組みを実施した。 

 

Ｂ．方法 

1. アクション 1：事業者によるハイリスク者の

把握と管理 

運送事業者が脳・心臓疾患などのリスクのあ

る従業員を把握して、疾病予防と健康起因事

故防止対策につなげる取組みの支援の方策

を引き続き検討する。本年度には、（1）脳心認

定事案における健診受診の状況と健診の結

果に応じた再検査やフォローアップの状況の

整理、及び（2）関係者、関係団体との意見交

換を通じた、健診後フォローアップの良好事例

の調査を実施した。 

2. アクション 2：重層構造の解明、建設技術者

の作業観察調査 

本年度には、新築マンション建設に従事す

る現場監督に対するタイムスタディの手法によ

る作業観察調査を行う。重層構造があり、多

数・多様な事業や組織が関わる施工管理に従

事する現場監督の長時間労働の問題に関わ

る要因・課題を検討する。 

3. アクション 3：小規模事業場の健康・労務管

理の改善と支援 

中小事業場での安全衛生活動向上・健康

管理支援のための方法を模索し、実装するた

めの方法論や手法を検討する。 

（1）これまでに開発した事業場の安全衛生体

制のセルフチェックシート（SCS）の普及に向け

た取組みを行う。 

（2）企業外労働衛生機関と業界団体が連携す

る「訪問型 BOHS（Visiting Basic Occupational 

Health Service for Small Businesses）」の展開

可能性の検討を継続する。 

（3）運営・継続中の、学会とメーリングリストで

情報交換を行うネットワークでの意見収集と議

論を継続する。 

4. アクション 4：個人の行動変容の支援 

ビルの建設作業者（技能者）を対象とし、現

場（詰所）をハブとする形で健康を支援する取

組みとして、睡眠の管理等の機能を有するトラ

ッカーの装着、講話の実施等を行い、その効

果や定着・実装の条件の検討を継続した。 

5. アクション 5：改善型チェックリストの開発と

実践 

昨年度までに、過労死等を防止するための

６つの目標（協力して成長できる／必要な睡

眠・休息がとれる／安全に働ける／互いに尊

重し支えあえる／社会的責任を果たす／健康

で元気に働ける）に基づく職場改善チェックリ
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ストを、より取組みやすいカード式職場改善ツ

ールに改良した。これを使用して、中堅運送会

社において、ドライバーが参加するグループワ

ーク（GW）で改善計画を策定して実行するプ

ログラムを試行してきた。本年度には、GW で

立案された改善計画の実行と継続をより促進

するための手順や介入のあり方という視点から

の検討を行う。 

ツール開発に関しては、これまでの結果や

関係者の意見に基づき、カードの文言をよりわ

かりやすい表現にする改良と、カード一式と解

説文書を冊子状にしたツールキット開発を実

施する。 

6. 運輸・建設・介護業界における多様性と働

きやすさ対策 

働く人々の多様性に適切に対応して多様な

人々の働きやすさを推進する職場の改善を過

労死等の防止に関わる課題とし、予備的な意

見収集と議論を行う。 

 

Ｃ．結果 

各アクションの結果と考察の詳細について

は各報告書を参照されたい。 

1. アクション 1：事業者によるハイリスク者の

把握と管理 

トラックドライバーの脳・心臓疾患の認定事

案の調査復命書に対して、被災者の健診結果

における要治療判定の有無、健診後の受診の

有無等の分析を実施した結果、健診後の医療

のフォローアップが不十分であった過労死等

事案が一定数確認された。 

運輸の健康管理に関わる諸団体、関係者

に対して、健診後のフォローアップを実現して

いる良好な取組み事例の調査をした結果、事

業者とドライバー間の健診情報の早期の共有、

業界団体、産業保健関係団体などの連携、保

健師等による速やかな介入、健康保険組合や

健診機関主導の仕組み等の事例があった。 

2. アクション 2：建設技術者の作業観察調査 

建設の工程に密着した作業観察調査の結

果、現場監督の職場環境と働き方に関する改

善課題として以下が示された。 

1）施主（建築主）との関係における工期の問

題、特に余裕のない工期など。 

2）設計、（工事）監理等の書類の多さ。 

3）設計図及び施工図の変更が多いこと。変更

に伴う多くの業務の発生。 

4）技能労働者（作業員）等の人手不足。作業

員確保のため工程調整。 

5）天候や自然災害による現場作業の遅延等

や物流等による資材不足の影響。 

3. アクション 3：小規模事業場の健康・労務管

理の改善と支援 

SCS の普及の取組みとして、令和 7 年 5 月

に 過 労 死 等 防 止 調 査 研 究 セ ン タ ー

（RECORDs）の HP で公開し、海外を含む多く

の地域からのアクセスを確認した。しかし、小

規模事業場への直接的到達は限定的であっ

た。 

訪問型 BOHS では 50 人未満事業場への訪

問支援を実施し、新規産業保健サービス契約

に至った事例も認められたが、他地域展開に

は人的・制度的課題が確認された。 

ネットワーク活動では学会自由集会での議

論が継続している。 

4. アクション 4：個人の行動変容の支援 

重層構造下（元請-協力会社関係など）にあ

る複数の企業に属するさまざまな職種の技能

労働者が集まる現場（詰所等）でのコミュニケ

ーションの意義の例として、今回の取組みに不

参加の人への波及効果があった。一方で行動

変容を促すような比較的長期の取組みを仕掛

けるには、作業員が別の現場へ移動した場合

の追跡、もしくは特定の現場で短期に介入で

きるような工夫が必要と考えられた。 

5. アクション 5：改善型チェックリストの開発と

実践 

カード式の GW で従業員が小グループの議

論で決定した対策の取組みが実行されたこと

が、社員が参加する会議で報告された。本年

度の介入の手順は以下であった。①対象事業

者も参加しての既実施事業者へのヒアリング

（体験共有）、②対象企業に対して外部支援を

行う産業看護職、対象事業場の管理者及び研

究チームによる事前協議、③産業看護職をフ

ァシリテーターとする GW、④産業保健職、管

理者及び開発チームによるによる改善活動の

⽀援、⑤GW から約半年後の成果報告。 

事前に既実施事業者との情報共有と経営

者・管理者との協議がなされたことにより、経営

トップをはじめとする事業者、管理者による意

義・目標の明確化がなされたこと、小規模事業

場では設定が難しい専任的な担当者の役割

を、外部支援を行う産業看護職が担うことがで

きたことが、本事例で改善活動が実行に至っ

た要因と考えられた。 
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6. 運輸・建設・介護業界における多様性と働

きやすさ対策 

業界関係者と専門家による検討チームによ

る議論を継続した。 

 

Ｄ．考察 

各アクションにおいて、関係者（事業者、管

理者、事業者団体）との継続的な協議と調整、

及び現場の安全衛生に携わる実務者との連

携によって、対策実装の取組みが進展した。

一方で、小規模事業場や重層構造の下で働く

人々への産業保健や職場改善の支援のリー

チに関しては課題が残されている。 

本研究期間中に影響が大きかったと推測さ

れる、いわゆる 2024 年問題、近年より問題化

が進んでいる人手不足、近年のさまざまな労

働関連行政施策の改正などの影響が考えら

れ、過労死等の防止に関わる改善や対策の

実施状況については、こうした影響を考慮した

継続的、時系列的な観察を行うことが必要で

ある。 

 

Ｅ．結論 

昨年度に引き続き、ステークホルダー会議メ

ンバーを中心とした業界のキーパーソンの助

言と協力、加えて、地域の関連業界団体や現

場の実務者との連携により、各アクションの取

組みや実態把握が進展した。小規模事業場

や重層構造の下で働く人々への対策実装研

究の展開が今後の課題である。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

なし 
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